
【要約】

業況
⑴�　2023年度上期業況DI（実績）は＋10と前回より低下。仕入費用DI（実績）は＋65と、

前期より低下しているものの依然高い水準。
⑵�　先行きについては、仕入費用の減少傾向がありつつも、慎重な見方をしている企業が多い。
⑶�　2023年度上期の設備投資実施企業は、全産業で37％。2023年度下期は41％、2024年度

上期は38％の見通し。

原材料価格等の上昇による価格転嫁
⑴�　価格転嫁を既に実施している企業は、製造業は約６割、非製造業は５割未満。今後（見

通し・予想）価格転嫁を実施する企業は製造業では減少、非製造業では増加する見込み。
⑵�　約５割の企業が、50％以上の価格転嫁率まで向上している。中でも非製造業は、転嫁

率80％以上の企業が増えた。

第101回愛媛県内企業動向調査結果
～2023年度上期実績、2023年度下期見通し、2024年度上期予想～

愛媛銀行　ひめぎん情報センター

【調査要領】
調査対象 愛媛県内に事務所を置く企業　977社

（回答企業数　335社　回答率34.3％）

調査方法 Webによるアンケート調査

調査時期 2023年10月

調査期間

実　績：2023年度上期
　　　（2023年４月～2023年９月）
見通し：2023年度下期
　　　（2023年10月～2024年３月）
予　想：2024年度上期
　　　（2024年４月～2024年９月）

【回答状況】
業　　　種 回答企業数

（社）
構成比
（％）

全　産　業 335 100.0

製造業
製造業 63 18.8
建設業 45 13.4
農林水産業 12 3.6

非製造業

卸売業 33 9.9
小売業 34 10.1
不動産業 13 3.9
運輸・通信業 33 9.9
サービス業 102 30.4

※�構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必
ずしも100とはならない。
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人員と時間外労働
⑴�　人員が不足している企業は、製造業・非製造業ともに６割以上。人手不足を解消する

には賃上げや福利厚生の充実などが必要と考えている企業が多い。
⑵�　非製造業（飲食や宿泊など）において、人手不足を既存の従業員による時間外労働で

対応している企業も多い。

生成AI（人工知能）の活用
　生成AIを業務で利用している企業は５％程度、利用を検討している企業も約15％と、
活用は進んでいない。

１．業況判断　～製造業・非製造業ともに低下～

２．売上高　～製造業・非製造業ともに減少～

業況判断　DI推移
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 0 ▲ 1 ▲ 2 8 19 10 15 9
製 造 部 門 11 2 1 10 18 3 12 2
非製造部門 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 2 6 19 14 17 14

DI＝（「好転」、「やや好転」企業の割合）－（「悪化」、「やや悪化」企業の割合）

　全産業の2023年度上期実績DIは＋10と、
前期比９㌽の低下。製造業では「食料品」「機
械器具」、非製造業では「宿泊業」「飲食」に
改善がみられるものの、「農林水産」や「情
報サービス・放送」など低下している業種も
多い。
　2023年度下期見通しDI＋15（前期比５㌽
好転）、2024年度上期予想DI＋９（同６㌽悪
化）については慎重な見方をしている企業が
多い。
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売上高　DI推移
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 ▲ 11 ▲ 3 2 15 33 16 16 7
製 造 部 門 ▲ 7 ▲ 5 ▲ 1 8 32 1 7 ▲5
非製造部門 ▲ 14 ▲ 3 4 19 33 25 20 13

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2023年度上期実績DIは＋16と、
前期比17㌽の減少。製造業では「印刷・同関
連産業」、非製造業では「宿泊業」が主に増
加しているものの、「農林水産」や「建設」
など、製造業において減少している業種が目
立つ。
　2023年度下期見通しDIは＋16（前期比±
０㌽）、2024年度上期予想DIは＋７（同９㌽
悪化）と、横ばいで推移する見通し。
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３．収益　～製造業・非製造業ともに減少～

４．仕入費用　～製造業・非製造業ともにほぼ横ばい～

５．設備投資

　

収益判断　DI推移
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 ▲ 11 ▲ 6 ▲ 15 ▲ 6 13 1 6 5
製 造 部 門 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 18 ▲ 10 11 ▲15 1 ▲7
非製造部門 ▲ 11 ▲ 4 ▲ 14 ▲ 4 14 10 9 11

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2023年度上期実績DIは＋１と、
前期比12㌽の減少。製造業では「機械器具」、
非製造業では「宿泊業」「飲食」が主に増加
しているものの、「木材・木製品」や「農林
水産」など製造業において減少している業種
が目立つ。
　2023年度下期見通しDIは＋６（前期比５
㌽好転）、2024年度上期予想DIは＋５（同１
㌽悪化）と、好転傾向の見通し。
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仕入費用判断　DI推移
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期実績 上期実績 下期見通し 上期予想

全 体 10 37 52 72 68 65 61 52
製 造 部 門 16 50 63 83 68 67 60 51
非製造部門 7 30 46 67 68 63 61 53

DI＝（「増加」、「やや増加」企業の割合）－（「減少」、「やや減少」企業の割合）

　全産業の2023年度上期実績DIは＋65と、
前期比３㌽の減少。製造業では「食料品」「印
刷・同関連産業」、非製造業では「宿泊業」「飲
食」で大きく増加。原材料コスト高騰等の影
響が続いていることがうかがえる。
　2023年度下期見通しDIは＋61（前期比４
㌽減）、2024年度上期予想DIは＋52（同９㌽
減）と依然高い水準の見通し。－30
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設備投資の実施状況� （単位：％）
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期
全 体 45 42 45 48 43 37 41 38
製 造 部 門 45 41 43 54 53 41 43 39
非製造部門 45 42 46 46 37 35 40 38

2023年度上期までは実績、2023年度下期は見通し・2024年度上期は予想

　全産業の2023年度上期実績は37％（前期比▲６％）。
　2023年度下期は増加見通しだが、2024年度上期は減少予想となっており、先行きについては慎重な見方。
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　⃝設備投資の主な目的
設備投資の主な目的（複数回答）

■ 22年度下期実績（n=145）

■ 23年度上期実績（n=123）

■ 23年度下期見通し（n=136）

現状維持
（維持・補修・更新）

業務効率化
（DX等）

情報化
（DX関連） 増産対応 新規事業進出 環境対策 研究開発 その他

51.0 33.8 22.8 18.6 9.7 9.7 3.4 3.4

63.4 35.0 12.2 14.6 9.8 12.2 3.3 4.1

50.0 30.1 11.0 19.1 15.4 12.5 2.2 4.4
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６．原材料価格等の上昇による価格転嫁
　⑴　原材料価格等の上昇による価格転嫁の実施

　
　⑵　原材料価格等上昇分の価格転嫁率

　2022年度下期実績、2023年度上期実績、2023年度下期見通しすべてにおいて、「現状維持（維持・補修・
更新）」が最多で、次いで「業務効率化」。

　価格転嫁を実施している企業は、製
造業は６割以上、非製造業は５割近く。
また、実施したくてもできなかった企
業が約２割。前回調査2023年４月時点
における価格転嫁実施率は製造業
61.2％で前回より増加、非製造業は
49.1％で前回より減少している。今後
（見通し・予想）実施する企業は全体
で増加しているものの、製造業では減
少している。
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全　　体

価格転嫁の実施

　価格転嫁を実施している企業のう
ち、原材料価格上昇分をすべて（100％）
価格転嫁できている企業は全体で７％
程度。価格転嫁率50％以上の企業が増
え、全体49.1％、製造業45.9％、非製
造業51.6％となっている。（※前回調
査時における価格転嫁率50％以上は全
体38.9 ％、 製 造 業36.6 ％、 非 製 造 業
40.3％）。中でも非製造業は、転嫁率
80％以上の企業が増えた。
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７．人員と時間外労働
　⑴　人員の過不足状況

全　　体（n＝334）

製 造 業（n＝119）

非製造業（n＝215）

過剰、
またはやや過剰

3.0

0.8

4.2

適正

35.3

37.8

34.0

不足、またはやや不足

61.7

61.3

61.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（％）

人員の過不足状況

　人員が「不足（やや不足含む）」している企業は、製造業・非製造業ともに６割以上を占めている。
製造業では「食料品」、「建設」、「農林水産」、「機械器具」、非製造業では「飲食」、「医療・保健衛生」、
「運輸・通信」、「小売」、「宿泊」などで「不足」の割合が高かった。また、2022年度上期調査（2022年
10月時点）で、「不足（やや不足含む）」していると回答した製造業は56.4％、非製造業47.5％と、前年
同期と比べ、特に非製造業で増加している。新型コロナ５類移行による人流や消費の回復などを背景に
人手不足感が高まっていることがうかがえる。

　⑵　人員が不足している要因

　人員が「不足（やや不足含む）」
している企業において、人員が不
足している要因として「採用活動
をしても人材が集まらない」と回
答している企業が製造業・非製造
業ともに最も多く、製造業では７
割以上、非製造業では６割以上を
占めている。人材確保の難しさが
うかがえる結果となっている。ま
た、「退職による欠員」も多く、非
製造業では６割近くとなっている。

■ 全体（n＝206）
■ 製造業（n＝73）
■ 非製造業（n＝133）

人員が不足している要因（複数回答）

退職による
欠員

業績好調による
業務量増加

休職
（産休・育休・
介護休暇等）
による欠員

コロナ禍により
採用を縮小・
停止していた

その他

68.9 53.9 15.5 14.6 2.9 3.4
75.3 47.9 19.2 2.7 1.4 2.7
65.4 57.1 13.5 21.1 3.8 3.8
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採用活動を
しても人材が
集まらない

　⑶　人員不足の対応策として実施・検討していること

　人員が「不足（やや不足含む）」
している企業において、人員不足
の対応策として行っていること
は、製造業・非製造業ともに「人
材採用の強化」が最も多く６割以
上を占めている。採用活動をして
も人材がなかなか集まらないとい
うこともあり、採用力を強化する
ことで人材を多く集めようとして
いる企業が多いようだ。次いで「既
存業務見直しによる業務効率化」
が多く、製造業では約４割、非製
造業では約３割となっている。

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
（％）

人材採用の
強化

既存業務
見直し
による

業務効率化

外国人の
採用

時間外労働・
休日出勤
による対応

研修・教育
による社員の
能力開発・
向上

AI活用、IT化
等設備投資
による

生産性向上
その他 特になし

66.0 36.4 18.0 16.0 14.6 11.7 1.9 8.7
64.4 41.1 21.9 19.2 12.3 15.1 2.7 8.2
66.9 33.8 15.8 14.3 15.8 9.8 1.5 9.0

■ 全体（n＝206）
■ 製造業（n＝73）
■ 非製造業（n＝133）

人員不足の対応策（複数回答）
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　⑷　人材確保に向けて行っている取り組み

８．生成AI（人工知能）の活用
　⑴　生成AI（ChatGPTなど）の業務利用

　⑵　生成AIの業務利用内容

　人員が「過剰（やや過剰
含む）」または「適正」と
回答した企業、人員が「不
足（やや不足含む）」して
いると回答した企業とも
に、人材確保の取り組みと
して最も多かったのは「賃
上げ、福利厚生の充実」で、
特に人員が不足している企
業においては８割近くを占
めていた。人手不足解消に
は、賃上げが欠かせないよ
うだ。

人材確保に向けての取組み（複数回答）

社員の成果が
反映される評価制度
の導入・整備

時差出勤、
テレワーク等の
多様な働き方の推進

外国人の
採用 その他 特になし

47.7 26.6 21.1 10.2 10.2 0.0 27.3
45.7 19.6 17.4 8.7 21.7 0.0 28.3
48.8 30.5 23.2 11.0 3.7 0.0 26.8
78.6 27.2 21.8 7.8 15.5 1.9 8.7
86.3 28.8 27.4 4.1 19.2 2.7 5.5
74.4 26.3 18.8 9.8 13.5 1.5 10.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（％）

人員が過剰
または適正と
回答した企業

人員が不足
していると
回答した企業

人材育成・
研修制度の
充実

賃上げ、
福利厚生の
充実

■ 全体（n＝128）
■ 製造業（n＝46）
■ 非製造業（n＝82）
■ 全体（n＝206）
■ 製造業（n＝73）
■ 非製造業（n＝133）

　ChatGPTなどの生成AIを業務
で「利用している（社内ルールあ
り・なしでの利用含む）」企業は
わずか５％程度、「利用を検討し
ている」企業は全体で約15％と、
活用はまだ進んでいないことがう
かがえる。製造業・非製造業とも
に８割近くの企業が「業務での利
用は検討していない」。

全　　体（n＝328）

製 造 業（n＝119）

非製造業（n＝209）

生成AI（ChatGPTなど）の業務利用

0.9

0.8

1.0

4.0

5.0

3.3

14.9

15.1

14.8

79.3

78.2

79.9

0.9

0.8

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（%）

■ 社内ルールがある上で、業務で利用している　　■ 社内ルールはないが、業務で利用している
■ 業務での利用を検討している　　　　　　　　　■ 業務での利用は検討していない
■ その他

生成AIの業務利用内容（複数回答）

■ 利用している（n＝16）
■ 利用を検討している（n＝49）

文書・原稿の
作成

情報収集 アイデア出し 文章の要約・
翻訳

データの分析 画像の作成 音声・音楽・
動画の作成

その他

75.0 50.0 43.8 31.3 25.0 12.5 0.0 6.3
63.3 51.0 28.6 30.6 42.9 12.2 4.1 0.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
（％）

　ChatGPTなどの生成AIを「業務で利用している（社内ルールあり・なしでの利用含む）」企業におい
て、どのような業務で生成AIを利用しているかについては、「文書・原稿の作成」での利用が最も多く、
次いで、「情報収集」、「アイデア出し」。「利用を検討している」企業の中では「文書・原稿の作成」、「情
報収集」のほかに「データの分析」で利用を考えている企業が多い。
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　⑶　生成AIを業務での利用を検討していない理由

まとめ
　2023年度上期の業況判断DI（実績）は、前回より低下。仕入費用は減少傾向にありつ
つも、先行きについては慎重な見方となっている。
　価格転嫁を既に実施している企業は、全体で５割以上。そのうち、価格転嫁率50％以上
の企業が増えている。中でも非製造業は、80％以上の企業が増えた。
　新型コロナ５類移行による人流や消費の回復などを背景に、非製造業を中心に人手不足
感が高まっている。しかし、採用活動をしてもなかなか人材が集まらず、人材確保が課題
となっている企業も多い。

生成AIの業務利用を検討していない理由（複数回答）

■ 全　　体（n＝260）

■ 製 造 業（n＝93）

■ 非製造業（n＝167）

業務において
必要性を感じていない

使い方などの
ノウハウがない

生成AIによる情報の
不正確性への懸念 情報漏洩リスクへの懸念 知的財産権

侵害リスクへの懸念

63.8 45.4 16.9 15.0 5.0
57.0 49.5 19.4 15.1 6.5

67.7 43.1 15.6 15.0 4.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
（％）

　生成AIの「業務での利用は検討していない」企業において、利用の検討をしていない理由として、「業
務において必要性を感じていない」が最も多く全体で６割以上。非製造業では７割近くを占めている。
次いで「使い方などのノウハウがない」が４割以上。生成AIの具体的な活用場面や使い方などの想定
ができていないということが主な要因のようである。
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